


株主の皆様へ

　外国人投資家のプレゼンスの急激な増大、スチュ

ワードシップ・コードの導入など、日本の資本市場は大

きく変化しております。このような状況下、2014年3

月期、当社は、資本市場の改革者として、株主の皆様の

ご支援の下に築いて参りました基盤の上で、着実なス

テップアップを果たすことができたと強く感じておりま

す。今後も、会社の経営資源をフルに活用して企業価

値の最大化を図るとともに、株主の皆様のご期待を上

回る、株主共同価値の拡大と長期的な株主還元が継

続できるよう努めて参ります。株主の皆様には今後と

も変わらぬご指導を賜りますこと、何卒宜しくお願い申

し上げます。

　次ページより具体的なご報告を申し上げます。
代表取締役社長・ＣＥＯ
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売上高、営業利益、当期純利益は上場以来最高を達成いたしました。

外国人投資家のプレゼンスの急激な増大、スチュワードシップ・コードの導入など日本における議決権
行使の状況は厳しさを増しており、企業のIR・SRコンサルティングニーズは大きく増加しております。

証券代行業務の管理株主数がおかげさまで12万名を突破いたしました。また、受託決定済みの企業
数は25社となりました。

証券代行業務システムの拡張開発は、順調に進捗しております。

当社が2013年4月に実施した日本初コミットメント型ライツ・オファリングがトムソン・ロイター社の
DEALWATCH AWARDSにおいて、「Innovative Equity Deal of the Year」を受賞いたしました。

ライツ・オファリングを中心とした新しい資金調達の実現などを全面的に支援すべく、投資銀行部を立
ち上げました。

さらなる経営体制の強化のため、新たに1名の役員を迎えました。

今後も株主還元を一層強化し、機動的に実施して参ります。

ご報告のポイント
1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
02



（百万円） （百万円） （円）

売上高 当期純利益／1株当たり当期純利益

0

1,400

700

2,100

2,800

3,500

217 226
496 542

244
591

1,786 1,938 2,221

2,500
2,707

3,058

237
583

2,370

3,192

’12.3期 ’14.3期’13.3期’11.3期 ’12.3期 ’14.3期’13.3期’11.3期

当期純利益（左軸）
1株当たり当期純利益（右軸）＊

23.47
25.50

38.04 36.76

0 0

90

180

270

360

172 215

320 336

1,747 1,806
2,069

1,274

1,110
1,274

’12.3期 ’13.3期 ’14.3期’11.3期’12.3期 ’13.3期 ’14.3期’11.3期

’12.3期 ’13.3期’11.3期

（百万円）

営業利益

414

612 626

484

0

250

500

750
（社）

顧客数

438
498 504

458

250

350

550

450

0

20.00

10.00

30.00

40.00

自己資本比率（左軸）

IR・SRコンサルティング
ディスクロージャーコンサルティング
データベース・その他

有利子負債残高（右軸） 総資産 純資産

（百万円）

総資産／純資産

0

500

2,000

1,000

1,500

（百万円）

’12.3期 ’13.3期’11.3期

150

0 0
0

100

200

300

400
（％）

0

30

15

45

60

75
63.5

70.6 71.6

自己資本比率／有利子負債残高

（百万円） （百万円） （円）

売上高 当期純利益／1株当たり当期純利益

0

1,400

700

2,100

2,800

3,500

217 226
496 542

244
591

1,786 1,938 2,221

2,500
2,707

3,058

237
583

2,370

3,192

’12.3期 ’14.3期’13.3期’11.3期 ’12.3期 ’14.3期’13.3期’11.3期

当期純利益（左軸）
1株当たり当期純利益（右軸）＊

23.47
25.50

38.04 36.76

0 0

90

180

270

360

172 215

320 336

1,747 1,806
2,069

1,274

1,110
1,274

’12.3期 ’13.3期 ’14.3期’11.3期’12.3期 ’13.3期 ’14.3期’11.3期

’12.3期 ’13.3期’11.3期

（百万円）

営業利益

414

612 626

484

0

250

500

750
（社）

顧客数

438
498 504

458

250

350

550

450

0

20.00

10.00

30.00

40.00

自己資本比率（左軸）

IR・SRコンサルティング
ディスクロージャーコンサルティング
データベース・その他

有利子負債残高（右軸） 総資産 純資産

（百万円）

総資産／純資産

0

500

2,000

1,000

1,500

（百万円）

’12.3期 ’13.3期’11.3期

150

0 0
0

100

200

300

400
（％）

0

30

15

45

60

75
63.5

70.6 71.6

自己資本比率／有利子負債残高

（百万円） （百万円） （円）

売上高 当期純利益／1株当たり当期純利益

0

1,400

700

2,100

2,800

3,500

217 226
496 542

244
591

1,786 1,938 2,221

2,500
2,707

3,058

237
583

2,370

3,192

’12.3期 ’14.3期’13.3期’11.3期 ’12.3期 ’14.3期’13.3期’11.3期

当期純利益（左軸）
1株当たり当期純利益（右軸）＊

23.47
25.50

38.04 36.76

0 0

90

180

270

360

172 215

320 336

1,747 1,806
2,069

1,274

1,110
1,274

’12.3期 ’13.3期 ’14.3期’11.3期’12.3期 ’13.3期 ’14.3期’11.3期

’12.3期 ’13.3期’11.3期

（百万円）

営業利益

414

612 626

484

0

250

500

750
（社）

顧客数

438
498 504

458

250

350

550

450

0

20.00

10.00

30.00

40.00

自己資本比率（左軸）

IR・SRコンサルティング
ディスクロージャーコンサルティング
データベース・その他

有利子負債残高（右軸） 総資産 純資産

（百万円）

総資産／純資産

0

500

2,000

1,000

1,500

（百万円）

’12.3期 ’13.3期’11.3期

150

0 0
0

100

200

300

400
（％）

0

30

15

45

60

75
63.5

70.6 71.6

自己資本比率／有利子負債残高

（百万円） （百万円） （円）

売上高 当期純利益／1株当たり当期純利益

0

1,400

700

2,100

2,800

3,500

217 226
496 542

244
591

1,786 1,938 2,221

2,500
2,707

3,058

237
583

2,370

3,192

’12.3期 ’14.3期’13.3期’11.3期 ’12.3期 ’14.3期’13.3期’11.3期

当期純利益（左軸）
1株当たり当期純利益（右軸）＊

23.47
25.50

38.04 36.76

0 0

90

180

270

360

172 215

320 336

1,747 1,806
2,069

1,274

1,110
1,274

’12.3期 ’13.3期 ’14.3期’11.3期’12.3期 ’13.3期 ’14.3期’11.3期

’12.3期 ’13.3期’11.3期

（百万円）

営業利益

414

612 626

484

0

250

500

750
（社）

顧客数

438
498 504

458

250

350

550

450

0

20.00

10.00

30.00

40.00

自己資本比率（左軸）

IR・SRコンサルティング
ディスクロージャーコンサルティング
データベース・その他

有利子負債残高（右軸） 総資産 純資産

（百万円）

総資産／純資産

0

500

2,000

1,000

1,500

（百万円）

’12.3期 ’13.3期’11.3期

150

0 0
0

100

200

300

400
（％）

0

30

15

45

60

75
63.5

70.6 71.6

自己資本比率／有利子負債残高

1. 売上高、営業利益、当期純利益は上場以来最高を達成いたしました。
　2014年3月期は、経営方針の対立や大株主による議決権の反対行使などの案件により、当社のコア事業であるIR・SRコン
サルティングが順調に売上に貢献いたしました。また2012年4月に新規参入した証券代行事業や、新しく開始したライツ・オ
ファリングのアドバイザリー業務によって、IR・SRサービス全般のラインナップが増え、顧客数が一層拡大いたしました。
　その結果、2014年3月期における業績は、売上高は前期比4.4%増の3,192百万円、営業利益は前期比2.3%増の626
百万円、当期純利益は前期比4.9%増の336百万円となり、各々上場以来最高を達成いたしました。経常利益は、2013年4
月に実施したライツ・オファリングに係る株式交付費77百万円の発生等により前期比7.8%減の560百万円となりました。

株主の皆様へ　（続き）

＊�2013年11月27日付で実施した
　株式分割を考慮しております。
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2. 外国人投資家のプレゼンスの急激な増大、スチュワードシップ・コードの導入など日本における議
決権行使の状況は厳しさを増しており、企業のIR・SRコンサルティングニーズは大きく増加してお
ります。

　海外機関投資家による継続的な日本株の保有や、スチュワードシップ・コードの日本導入、また会社法改正によるコー
ポレートガバナンスの強化など、企業を取り巻く環境は大きく変化しております。投資家の議決権行使はさらに厳しくな
り、企業のIR・SRコンサルティングニーズは今後も大きく増加する見込みです。
　当社は、市場環境の変化に伴い増加する企業の高度なニーズに応えるべく、社内研修等によるコンサルタントの育成と質
の向上に加え、社内の組織体制を抜本的に改革し、営業機会ロスを最小限にするための施策を引き続き行って参ります。

海外機関投資家（外国法人）保有比率の推移 2013年6月の総会で反対行使の多かった議案

議案種類 
2012年 2013年 

増減
反対 上程 割合 反対 上程 割合 

社外監査役 180 2,787 6.46% 153 1,894 8.08% +1.62pts

社内取締役 107 13,042 0.82% 121 14,102 0.86% +0.04pts

社外取締役 59 1,976 2.99% 65 2,228 2.92% ▲0.07pts

買収防衛策 45 109 41.28% 78 161 48.45% +7.17pts

退職慰労金 56 580 9.66% 29 470 6.17% ▲3.49pts

社内監査役 7 1,318 0.53% 7 824 0.85% +0.32pts

ストックオプション 4 166 2.41% 5 151 3.31% +0.90pts0
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（％） ※括弧内は、1987年3月末対比における保有割合の増減

事業法人等　30.1％

生命保険　12.8％

信託銀行　7.3％

外国人　5.3％

外国人　28.0％（+22.7pts）

個人　20.2％（+0.1pts）

信託銀行　17.7％（+10.4pts）

銀行（都銀・地銀等）　3.8％（▲11.1pts）

生命保険　4.1％（▲8.7pts）

事業法人等　21.7％（▲8.4pts）

銀行（都銀・地銀等）　14.9％

個人　20.1％
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3. 証券代行業務の管理株主数がおかげさまで12万名を突破いたしました。
　 また、受託決定済みの企業数は25社となりました。
　証券代行事業は、新規参入以降の受託実績が評価され、2014年5月15日時点で、管理株主数が124,490名、受託
決定済みの企業数は25社となりました。委託先決定のためのコンペにも複数参加させていただき、当社の株券電子化の
メリットをフル活用した全く新しいサービスが高く評価され、自信を深めるに至りました。今後も中長期的なシェアの拡
大に伴う管理株主数及び受託決定済み企業数の増加に向け、邁進して参ります。

株主の皆様へ　（続き）

管理株主数と受託決定済み企業数の推移
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　2013年4月に実施した日本初のコミットメント型ライツ・オファリングによって調達した資金を基に、2013年8月より日
本アイ・ビー・エム株式会社と証券代行システムの拡張開発を実施しておりますが、開発は予定通りに進捗しております。
現在の開発が完了すると、管理株主数約500万名まで対応が可能となります。
　2014年7月までに300百万円程度の投資を完了し、8月以降利用を開始する見込みです。

4. 証券代行業務システムの拡張開発は、順調に進捗しております。

8月　　9月　　10月　　11月　　12月　　1月　　2月　　3月　　4月　　5月　　6月　　7月　　8月

要件定義 本番稼動基本設計/詳細設計/開発等

2013年2013年 2014年

総合テスト

現在のフェーズ
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5. 当社が2013年4月に実施した日本初コミットメント型ライツ・オファリングがトムソン・ロイター社
のDEALWATCH AWARDSにおいて、「Innovative Equity Deal of the Year」を受賞いた
しました。

　「Innovative Equity Deal of the Year」の受賞にあたっては、「コミットメント型ライツ・オファリングの第１号として、
パイオニア精神を示す。既存株主の希釈化を回避しながら、資金調達を可能とする、新たな調達手段を提案し、きめ細かな
案件運営により98.30％という高い行使率を実現した。」との評価を頂戴いたしました。
　ライツ・オファリングは、従来型のエクイティ・ファイナンスと異なり、既存株主様から資金調達を行うため、株式の希薄化
による既存株主様の価値の毀損を大幅に回避することができる点が最大の特徴であり、ヨーロッパやアジアでは一般的な
増資手法です。2013年度のライツ・オファリング実施企業数は20社と、前年度と比べて急激に伸び、今後も継続的に増加
する見込みです。

株主の皆様へ　（続き）

DEALWATCH AWARDS 授賞式にて
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6. ライツ・オファリングを中心とした新しい資金調達の実現などを全面的に支援すべく、投資銀行部を
立ち上げました。

　自社でコミットメント型ライツ・オファリングを実施したノウハウを活かし、ライツ・オファリングアドバイザリー業務に参入
いたしました。また株主様への情報提供や株主様からのお問い合わせに対応するため、インフォメーションエージェントサー
ビス＊の提供も開始しております。
　今年2月から3月にかけては、企業向けに、「ライツ・オファリング～資本市場が注目する新たな資金調達手法～」と題した
セミナーを全国5都市（東京、大阪、名古屋、札幌、福岡）で開催いたしました。セミナーでは、ライツ・オファリングの特徴や
仕組み、採用するメリットなどに加え、ライツ・オファリング実施企業のケース・スタディや実務上の留意点などについて説明
し、企業の多数の参加と好評をいただくことができました。引き続き増加するニーズに合わせ、企業や市場にとって最適な資
金調達ができるようお手伝いして参ります。
　また直近では、上場企業の株式交換における株式交換比率算定のための第三者算定機関を務めるなど、徐々にサービス
内容を拡充し、実績を積み上げております。
＊インフォメーションエージェントサービスとは、米国において一般的に行われている株主向けの情報提供サービスで、コールセンターを通して株主にTOBや
　ライツ・オファリング等の案件に関する情報伝達を行うものです。

ライツ・オファリング関連業務
　  ライツ・オファリングアドバイザリー業務
　  インフォメーションエージェント

フィナンシャルアドバイザリー業務
　  株式交換における交換比率算定	
　  資本政策に関する支援　
　  企業価値算定
　  M&A支援・仲介
　  財務戦略および経営戦略に関する支援　等

投資銀行部の業務内容
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7. さらなる経営体制の強化のため、新たに1名の役員を迎えました。
　当社は経営にあたって、意思決定と実行のスピードを極めて重視しております。またコーポレートガバナンスの強化とし
て、独立社外取締役、独立社外監査役の積極的な登用を進めております。
　一方、経営の課題として、当社に対する企業のファイナンスに関する幅広いニーズの高まりと、資本市場における総合ソ
リューション企業として市場の変化とスピードへの対応が急務と認識しております。
　そこで、金融ファイナンス領域において高度な知見を有する役員が新たに1名就任いたしました。

<新任役員のご紹介>

富松 圭介　取締役
UBS証券、クレディ・スイス証券、モルガ
ン・スタンレー証券において、株式関連の
デリバティブ商品、ストラクチャード商品
の開発や販売を数多く手掛け、企業の資金
調達やリスクヘッジに貢献。

株主の皆様へ　（続き）
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山田 太郎
Yamada Taro
社外取締役

＊�山田氏、稲葉氏は会社法第2条第15号に定める社外取締役です。 ＊�木村氏、家森氏は会社法第2条第16号に定める社外監査役です。

青山 幸彦
Aoyama Yukihiko
常務取締役

寺下 史郎
Terashita Shirou
代表取締役社長・
CEO

木村 紘一郎
Kimura Koichiro
社外監査役（常勤）

稲葉 宏
Inaba Hiroshi
社外取締役

土屋 大輔
Tsuchiya Daisuke
取締役

富松 圭介
Tomimatsu Keisuke
取締役

栗尾 拓滋
Kurio Takuji
代表取締役副社長・
COO

家森 信善
Yamori Nobuyoshi
社外監査役

西村 圭子
Nishimura Keiko
監査役（常勤）

ボードメンバー及び、監査役メンバーのご紹介（2014年6月24日現在）

ボードメンバー 監査役メンバー
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1株当たり配当金の推移

株主の皆様へ　（続き）

8. 今後も株主還元を一層強化し、機動的に実施して参ります。
　IR・SRコンサルティングの持続的な成長、ライツ・オファリング関連業務が順調に増加する等、今後の事業成長が期
待できることから、株主還元を一層強化すべく、期末配当を２円増配し、12円に修正いたしました。今後も引き続き、株
主様のご支援に応えられるよう、株主還元の一層の強化と、機動的な実施を推進して参ります。

第２四半期末 期末 年間

2015年3月期予想
（2014年5月15日発表） 8円 12円 20円

2014年3月期実績 40円※ 12円 —

2013年3月期実績 22.5円※ 47.5円※ 70円※

※ 当社は、2013年11月27日付で株式1株につき5株の株式分割を行っております。そのため2014年3月期第2四半期配当以前は、
 　株式分割前の金額を記載しております。
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財務諸表

科目 前期末
2013年3月31日現在

当期末
2014年3月31日現在 増減額 科目 前期末

2013年3月31日現在
当期末

2014年3月31日現在 増減額

資産の部 負債の部
　流動資産 　流動負債
　　現金及び預金 1,142 2,032 890 　　買掛金 100 171 70
　　受取手形及び売掛金 308 297 △ 10 　　リース債務 7 — △ 7
　　仕掛品 71 19 △ 51 　　未払金 3 4 0
　　貯蔵品 2 2 △ 0 　　未払費用 61 25 △ 35
　　前払費用 30 46 15 　　未払法人税等 161 69 △ 91
　　繰延税金資産 60 44 △ 16 　　前受金 33 28 △ 4
　　その他 2 22 20 　　預り金 14 33 18
　　貸倒引当金 △ 0 — 0 　　賞与引当金 71 65 △ 6
　　流動資産合計 1,616 2,466 849 　　役員賞与引当金 13 — △ 13
　固定資産 　　その他 19 0 △ 18
　　有形固定資産 　　流動負債合計 488 399 △ 88
　　　建物附属設備 72 89 16 　固定負債
　　　　減価償却累計額 △ 51 △ 56 △ 4 　　退職給付引当金 1 1 0
　　　　建物附属設備（純額） 21 32 11 　　役員退職慰労引当金 98 98 0
　　　車両運搬具 1 1 — 　　固定負債合計 99 100 0
　　　　減価償却累計額 △ 1 △ 1 △ 0 　負債合計 587 499 △ 87
　　　　車両運搬具（純額） 0 0 △ 0
　　　工具、器具及び備品 59 85 25
　　　　減価償却累計額 △ 35 △ 46 △ 11
　　　　工具、器具及び備品（純額） 24 38 14 純資産の部
　　　建設仮勘定 — 50 50 　株主資本
　　　有形固定資産合計 45 121 75 　　資本金 289 795 506
　　無形固定資産 　　資本剰余金
　　　ソフトウエア 201 180 △ 20 　　　資本準備金 278 784 506
　　　ソフトウエア仮勘定 — 159 159 　　　資本剰余金合計 278 784 506
　　　その他 3 3 — 　　利益剰余金
　　　無形固定資産合計 205 344 138 　　　その他利益剰余金
　　投資その他の資産 　　　　特別償却準備金 3 2 △ 1
　　　投資有価証券 4 5 0 　　　　繰越利益剰余金 910 1,094 183
　　　破産更生債権等 7 1 △ 6 　　　利益剰余金合計 913 1,096 182
　　　敷金及び保証金 136 159 22 　　自己株式 △ 0 △ 2 △ 2
　　　繰延税金資産 60 59 △ 0 　　株主資本合計 1,481 2,674 1,192
　　　その他 — 18 18 　評価・換算差額等
　　　貸倒引当金 △ 7 △ 1 6 　　その他有価証券評価差額金 △ 0 0 0
　　　投資その他の資産合計 201 242 40 　　評価・換算差額等合計 △ 0 0 0
　　固定資産合計 453 708 255 　純資産合計 1,481 2,674 1,192
　資産合計 2,069 3,174 1,104 負債純資産合計 2,069 3,174 1,104

貸借対照表 （単位：百万円）
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科目
前期

自2012年4月 1日
至2013年3月31日

当期
自2013年4月 1日
至2014年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前当期純利益 608 560
　減価償却費 49 74
　自己新株予約権処分益 — △ 3
　株式交付費 — 77
　固定資産受贈益 — △ 7
　のれん償却額 85 —
　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 1 △ 6
　役員賞与引当金の増減額（△は減少） △ 5 △ 13
　退職給付引当金の増減額（△は減少） 0 0
　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 26 0
　貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △ 6
　為替差損益（△は益） 3 0
　受取利息 △ 0 △ 0
　支払利息 1 0
　売上債権の増減額（△は増加） △ 15 10
　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 26 52
　仕入債務の増減額（△は減少） 43 △ 18
　未払金の増減額（△は減少） 0 0
　未払費用の増減額（△は減少） 10 △ 35
　未払消費税等の増減額（△は減少） △ 2 △ 18
　前受金の増減額（△は減少） △ 2 △ 4
　破産更生債権の増減額（△は増加） — 6
　その他 △ 0 △ 13
　小計 773 652
　利息及び配当金の受取額 1 0
　利息の支払額 △ 1 △ 0
　法人税等の支払額 △ 304 △ 299
　営業活動によるキャッシュ・フロー 468 354
投資活動によるキャッシュ・フロー
　定期預金の純増減額（△は増加） △ 350 50
　有形固定資産の取得による支出 △ 14 △ 81
　無形固定資産の取得による支出 △ 75 △ 111
　敷金及び保証金の差入による支出 △ 1 △ 27
　ゴルフ会員権の取得による支出 — △ 18
　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 441 △ 188
財務活動によるキャッシュ・フロー
　リース債務の返済による支出 △ 15 △ 7
　配当金の支払額 △ 113 △ 154
　自己株式の取得による支出 — △ 2
　自己新株予約権の取得による支出 — △ 10
　自己新株予約権の処分による収入 — 14
　株式の発行による収入 — 1,012
　株式の発行による支出 — △ 77
　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 129 774
現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 3 △ 0
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 106 940
現金及び現金同等物の期首残高 413 307
現金及び現金同等物の期末残高 307 1,247

損益計算書 キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円） （単位：百万円）

科目
前期

自2012年4月 1日
至2013年3月31日

当期
自2013年4月 1日
至2014年3月31日

増減率
（％）

売上高 3,058 3,192 4.4
売上原価 1,180 1,380 16.9
売上総利益 1,877 1,811 △ 3.5
販売費及び一般管理費 1,264 1,185 △ 6.3
営業利益 612 626 2.3
営業外収益
　受取利息 0 0
　固定資産受贈益 — 7
　自己新株予約権処分益 — 3
　その他 0 1
　営業外収益合計 1 12 670.7
営業外費用
　支払利息 1 0
　為替差損 4 0
　株式交付費 — 77
　その他 0 0
　営業外費用合計 6 78 1,177.7
経常利益 608 560 △ 7.8
税引前当期純利益 608 560 △ 7.8
法人税、住民税及び事業税 299 207
法人税等調整額 △ 11 16
法人税等合計 287 223 △ 22.1
当期純利益 320 336 4.9

財務諸表
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本誌に掲載している情報のうち過去の歴史的事実以外のものは、現在入手可能な情報に基づく当社の経営陣の判断による当社の将来の見通しであり、経済動
向、市場需要、税制や諸制度の改正等、リスクや不確実な要素を含んでいます。従って、将来、実際に公表される業績等はこれらの要素によって変動する可能
性があり、当社は皆様が本誌の情報を使用されたことにより生じるいかなる損害についても責任を負うものではありません。なお、当社は、新たな情報や将来
の事象により、本誌に掲載された将来の見通しを修正して公表する義務を負うものではありません。

発行可能株式総数	 29,000,000株

発行済株式の総数	 9,279,010株 （自己株式1,455株を含む）

株主数	 937名

株式の状況　2014年3月31日現在

● 株式の状況

● 大株主
株主名 持株数（株） 持株比率（%）

寺下　史郎 5,797,000 62.47

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 482,300 5.19

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 284,800 3.06

THE BANK OF NEW YORK MELLON AS AGENT 
BNYM AS EA DUTCH PENSION OMNIBUS 140016 279,450 3.01

株式会社四五コーポレーション 176,000 1.89

THE BANK OF NEW YORK MELLON
 ( INTERNATIONAL) LIMITED 131800 171,200 1.84

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証券投資信託口） 143,200 1.54

野村信託銀行株式会社（投信口） 133,000 1.43

富松　圭介 121,000 1.30

アセットマネージメント株式会社 95,000 1.02

● 所有者別株式分布状況

個人・その他 

7,247,443株

外国法人  

624,550株 証券会社

51,212株

その他国内法人

281,450株

6.7%

3.0%

11.6%

0.6%

78.1%

金融機関 

1,072,900株

注：自己株式（1,455株）は含まず
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